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百万円 図1　市債及び基金の残高の推移 
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百万円 図2　個人市民税職種別調定額の推移 
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図3　個人市民税課税標準段階別の納税者数割合 

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 
平成 
3年度 

平成 
4年度 

平成 
5年度 

平成 
6年度 

平成 
7年度 

平成 
8年度 

平成 
9年度 

平成 
10年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
14年度 

平成 
15年度 

平成 
16年度 

平成 
17年度予算 

2000万円超 
1000万円超 
2000万円以下 
700万円超 
1000万円以下 
550万円超 
700万円以下 
400万円超 
550万円以下 
300万円超 
400万円以下 
200万円超 
300万円以下 
160万円超 
200万円以下 
120万円超 
160万円以下 
80万円超 
120万円以下 
60万円超 
80万円以下 
40万円超 
60万円以下 
20万円超 
40万円以下 
10万円超 
20万円以下 
5万円超 
10万円以下 
5万円以下 

図4　個人住民税課税標準段階別の所得金額の構成 



14,000 

12,000 

10,000 

8,000 

6,000 

4,000 

2,000 

0
平成 
元年度 

平成 
2年度 

平成 
3年度 

平成 
4年度 

平成 
5年度 

平成 
6年度 

平成 
7年度 

平成 
8年度 

平成 
9年度 

平成 
10年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
14年度 

平成 
15年度 

平成 
16年度 

その他 

電気・ガス 

不動産 

建設 

小売業 

卸売業 

金融・保険 

サービス 

運輸・通信 

製造 

百万円 図5　法人市民税調定額の業種別の推移 
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人 図6　法人市民税納税者数の税割申告無申告別・本支店別の推移 
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図7　納税者当たり法人市民税割額の本支店別推移 百万円 



70,000 

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 

0
平成 
元年度 

平成 
2年度 

平成 
3年度 

平成 
4年度 

平成 
5年度 

平成 
6年度 

平成 
7年度 

平成 
8年度 

平成 
9年度 

平成 
10年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
14年度 

平成 
15年度 

平成 
16年度 

平成 
17年度 

平均価格 
木造家屋 

平均価格 
非木造家屋 

図8　固定資産税（家屋）の1棟当たり平均評価額の木造・非木造別の推移 円 
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百万円 図9　償却資産課税標準額の推移 
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百万円 図10　固定資産税・償却資産評価額（市長決定分）の業種別推移 






